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第５回 子どもに関する政策討論会議（議事概要） 

 

日 時：令和５年９月 29 日（金）13:00～14:55 

場 所：議事堂６階 601 特別委員会室 

出席者：子どもに関する政策討論会議 委員 12 人 

有識者 東京都立大学人文社会学部 人間社会学科 教授 

    子ども・若者貧困研究センター センター長 阿部 彩 氏 

    （オンラインによる参加） 

議会事務局 小西企画法務課長 ほか 

資 料：事項書 

有識者 阿部 彩 氏 説明資料  

     

中森座長 

ただいまから、第５回子どもに関する政策討論会議を開会いたします。 

本日は、子どもに関する現状等について、有識者からの聴き取り調査を行うた

め、先日９月 11 日の政策討論会議で御決定していただいたとおり、東京都立大

学人文社会学部 人間社会学科 社会福祉学教室の教授であり、子ども・若者貧困

研究センター センター長でもあられます阿部彩様に有識者として出席等を求

めております。 

なお、阿部様にはオンラインによる参加を求めております。 

まず、映像と音声の確認のため、阿部様との通信状況を確認いたします。 

阿部様は発言される場合には、マイクのミュートを解除し、発言終了後、マイ

クをミュートに戻していただくようお願いいたします。 

阿部様はこちらの音声は聞こえますか。 

 

阿部氏 

聞こえます。 

 

中森座長 

それでは、確認ができましたので会議を進めます。 

本日の意見聴取の進め方についてですが、初めに阿部様からのお話を伺い、そ

の後、質疑を行います。 
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有識者からの聴き取りは質疑を含めて、２時間程度といたしたいと存じます

ので、御了承願います。 

また、阿部様からの聴き取り調査を終了した後に、委員間討議を行いたいと存

じますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、調査に入ります。 

この際、阿部様に一言、御挨拶申し上げます。 

本日はお忙しい中、本政策討論会議の調査に御協力いただきありがとうござ

います。本政策討論会議を代表して心から御礼申し上げますとともに、忌憚
たん

のな

い御意見をいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

それでは、有識者からの意見聴取を行います。 

阿部様、よろしくお願いいたします。 

 

阿部氏 

皆様こんにちは。 

東京都立大学人文社会学部、また、子ども・若者貧困研究センターの阿部彩と

申します。 

今日はこのような機会をいただき大変ありがとうございます。大変申し訳あ

りませんが、ちょっと本務の方があり東京から離れることができませんので、こ

のようなオンラインという形でお話させていただくことをお許しいただければ

と思います。 

それでは、皆様のお手元にも配布をしていると思いますけれども、そちらの資

料を画面で共有しながら、約１時間、皆様のお耳を拝借させていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、画面共有いたします。皆さんは見えておりますでしょうか。 

今日は、子どもの貧困の現状と課題、それから新型コロナウイルス感染症拡大

による子どもへの影響という２点についてお話させていただければと思います。 

まず、子どもの貧困ということについては、もう皆さんもよく現場でのお話を

お聞きになったり、また様々な資料等も目を通していらっしゃるかなと思いま

すが、簡単に定義といいますか、全体像をまずお話させていただければなと思い

ます。 

今まで私たちは児童福祉という形で、国も自治体も都道府県もたくさんの政

策を打ってきました。例えば、児童養護施設もそうですし、そのほかの児童虐待
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ですとか、そのような問題に関わるものにもたくさんの制度があります。ですが、

貧困というのは、例えば児童養護施設に在籍する児童というのは約３万人なん

ですけれども、それに対して生活保護制度の受給世帯に育つ子どもは、その 10

倍の約 30 万人というふうに、大体ですけどそれぐらいになるかなと思います。

ただ、相対的貧困の子どもと言われる子どもたちは約 300 万人、国で存在する

んですね。ですので、この貧困の子どものほとんどのお子さんは児童福祉の現場

で出てくるようなお子さんでもないですし、児童相談所に相談が来るようなお

子さんではございません。普通のお子さんで、学校に行っていたり、アルバイト

をしていたりといったような生活を送っていらっしゃり、特に学校でも問題児

となるような場合であるとは限らないといった状況にあります。ただ、このよう

な従来の福祉が対象としてきたのは本当に問題が顕在化し、支援がなければど

うにもならないといったような状況のお子さんなんですけれども、その約 10 倍

の数で特に大きな問題はないけれども生活に困難を抱えているといった、これ

が相対的貧困のイメージかなと思います。ですので、このような方々に全て、例

えば生活保護を適用せよ、ですとか、児童相談所で相談しろというのは到底無理

な話であり、そうではなく、多少経済的な不利を抱えながらも、この子たちがそ

れほど困難なく暮らせるように、それぞれが夢を持って育っていくことができ

るようにというのが貧困対策というところかなと思います。 

現在の日本の中では、貧困というのは経済的な支援が足りない、お金が足りな

いっていうことなんですけれども、そこから様々な問題が起こってきています。

真ん中に経済的困難というものがあるんですけれども、そこから起こることは

例えば体力の低下、学力の低下、食生活ですとか不健康な子どもが多くなる。住

環境が劣化してくるので、それに対するストレスが高まる。家庭内のストレスが

高まって、兄弟げんかが起こったり、夫婦げんかが起こったり、最悪の場合は児

童虐待やネグレクトといったようなものも起こってくる可能性が高くなってく

る。そういった様々なことが起こってきます。それは全てリスクの問題なんです

ね。相対的貧困になると、全てこのように問題が起こるということではなくて、

このような問題が起こる確率が高くなるといったことになります。 

そのような状況に長い間さらされていることによって、自己肯定感が低くな

る。つまり、自分は頑張っても仕方がないんだと、どうせできないんだからとい

うような状況になってしまう。また、人間関係が劣化していく。いじめに遭う確

率ですとか、引きこもりになる確率ですとか、これも全て親の経済状況と関連し
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ています。引きこもりはかなり社会システムから脱落といったところなんです

けれども、それに更になるものとしてはうつですとか、最悪の場合は自殺といっ

たことも起こってくる可能性があるということなんですね。 

重要なのは、こういったことが必ずしも経済的困難があると全て起こるとい

うわけではない、全ての子どもに起こるわけではないということなんです。ただ、

そのリスクが高まるということなんですね。これは、例えばたばこというリスク

があったときに、たばこを吸っている人が全員肺がんになるわけではなく、肺が

んになっている人が全員元々たばこを吸っていた人であるわけでもないんです

けれども、たばこを吸うと肺がんのリスクが高まるというのと同じようなこと

です。この関係性がどれだけ強いか、弱いかというところが問題になってくると

ころかなと思います。例えば、親の経済状況と子どもの体力というのは、私が子

どもの頃などはおそらく相関していなかったというふうに思います。データが

ないので分からないですけれども、親がお金持ちだからって別に 100 メートル

走を速く走れるわけではないというような状況なんですね。ただ、現在はそうい

った状況が見えてきています。子どもの体力と親の経済状況が関連するように

なってしまったんですね。それは、例えば外で遊ぶというようなときですとか、

子どもが今やるような、以前であればみんな同じように外で駆け回って遊んで

いたのを、今はスポーツクラブに行ったり、土日とかに野球やサッカーのチーム

に入れて、親が連れて行ったりですとか、そういったことができるということが

経済的状況によって左右されてくるようになったからということになります。 

ですので、この赤い丸からそのほかの丸のところに移行するリスクというの

が強まっているということで、貧困対策としてできるということは、この赤の丸

をそもそも小さくするっていうこともあるんですけれども、それら以外にも、赤

からそのほかのところに移る関係性を薄くするということなんですね。これが

貧困が子どもに与える影響を緩和するということかなと思います。児童福祉の

ところは、むしろどちらかというと赤い丸のところに直接働きかけるような、児

童福祉ですとか、生活保護ですとか、児童扶養手当とか、そういったものですけ

れども、それ以外にも特に自治体で行うことというのは、この関連性を弱めると

いうところかなと思います。 

もう一つが、この貧困の悪影響というのが、これはその人が持つ問題ではなく

て社会の問題だということを申し上げたいなと思います。これはルースリスタ

ーという非常に有名なイギリスの社会学者が貧困の概念ということで出したも
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のですけれども、貧困の車輪というふうに呼ばれておりますけれども、真ん中の

ところにマテリアルコアというのがありますので、これが物質的なものがない

とか、そういったことなんですね。そこから周りのところ、これをリレーショナ

ルシンボリックアスペクトってリスターは書いておりますけれども、真ん中が

回り出すと、ほかのも全部回ってしまうという意味でこれ車輪というふうに言

われているんですが、どういったことが起こってくるというと、例えば恥にさら

される、恥ずかしいという気持ちが多くなってくる。それから差別に遭う。自己

肯定感が低くなってくる。尊厳が喪失される。無力化されていく。市民権が縮小

されていく。例えば、今は子どもの意見を聞いていこうというのがこども家庭庁

でも様々言われていますけれども、そもそも貧困にある子どもたちの方が自分

はどういったものを欲するのか、どういった希望を持っているんだっていうよ

うなことを発言していくような力さえも奪われていくということなんですね。

それがそのようになっていくというのが、これはその人の問題ではなくて社会

の問題なので、社会がその人を無力化させている、社会が同じような洋服を着な

いと恥ずかしいと思うようにしている。例えば、子どもの貧困で、結構子どもが

一番心理的にきついと思うのが、友達と同じような洋服を持つことができない

ということなんですね。格好なんですね、子どもにとっては。そのときに、例え

ば制服のある学校の子どもと、それと私服で通う子どもたちと見ると、やはり制

服の方がそういったことが少なくなってくるわけなんですね。みんな同じ服着

ていますので。社会が、例えば私服化みたいなものにどんどんなっていくことに

よって、恥という概念も大きくなり、この関係性も強くなっていくわけです。そ

ういった形で、社会をどのように持つのかっていうことによって、この周りがど

れぐらい回っていくのかっていうこと。ですので、要はその人を変えるというこ

とではなくて、貧困の人に働きかけるだけではなくて、周りがどのようにそれを

受けとめてあげるかということになってくるかなと思います。 

なので、貧困は、今まで私たちは貧困者とか、貧困の子どもを変えよう変えよ

うというふうに政策を打ってきたところがあるんですが、そうではなくて、貧困

であっても親の経済状況はどのようになっても、御家庭がどのような状況であ

っても、その子どもが困らないようにしていく社会を作る。社会の方を変えてい

くというふうに持っていくべきだと思います。 

それでは統計の方に入っていきたいなと思います。これは７月に厚生労働省

が公表した相対的貧困率の推移になります。2021 年度の数値は、コロナ禍とい
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うこともあり、貧困率が大幅に増加してるんではないかと懸念されたんですけ

れども、蓋を開けてみますと、貧困率が2012年からの減少傾向は続いています。

特に子どもの貧困率については、2018 年から比べても大きく下がっているとい

う状況になります。ですので、近年で見ますと、子どもの貧困率、このピンクの

方になりますけれども、一番高いのが 2012 年になり、2012 年からは概ね減少傾

向が続いているというふうに考えていただければなと思います。 

ただ、長い目で見たときに子どもの貧困率がどうなっているかと言いますと、

これはすいません、2021 年のデータがまだ私たち研究者が使える状況でないの

で 2018 年が最新のものなんですが、これ男性の年齢層別の貧困率です。この青

く囲ったところが高齢者の方々。見ていただきますと、2018 年が赤で示してお

り、一番前の 1985 年が薄い青なんですけれども、2018 年の頃からだんだん 30

年間かけて、男性の高齢者の貧困率が下がってきています。これは老齢年金が充

実してきたことによって、無年金ですとか、低年金の男性の高齢者の方々が減っ

てきたことになります。と同時に、若い層と貧困層の子どもたちの貧困率は上が

っております。特に一番高かったのが2012年、2015年ぐらいなんですけれども、

ここでは 2013 年のこれが一番高いですけれども、2018 年は若干下がりましたけ

れども、それでもまだ貧困率が高くなっています。ですので、発表しているのは

全く所得しか見ていないんですけれども、男性で見ますと、75 歳以上の高齢者

の男性と 15 歳、19 歳、24 歳の男性の貧困率がほぼ同じぐらいになってくるわ

けなんですね。これは世帯所得で見ていますので、もちろん親と同居していれば

親の所得も含めて考えています。それで見ても、所得だけで見て、貯蓄だとか全

く考えてないんですけれども、それで見てもこのような状況になっているって

いうことは、やはり子育て世帯が比較的に厳しい状況にあるということがお分

かりになるかなと思います。 

女性も同じような状況が続いております。こちらでは詳しい説明はしません

けれども、女性の方は、実は貧困率がそれほど下がってないというのが特徴です。

高齢期の貧困率ですね。 

それでは、次に、先程貧困率というのは、一定の所得に満たない世帯所得の

方々を見ているんですけれども、そうじゃなくて、子どもの世帯全体の状況を見

ていきたいなと思います。先程見てきたように、貧困率全体では下がってきてる

んですけれども、これも同じ国民生活基礎調査で、児童のある世帯ということで、

所得分布 1985 年から 2020 年を見ています。85 年のときはこの薄いものなんで
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すけれども、比較的に 400 万円ぐらいをトップとするような正規分布に近いよ

うな形になっているんですね。ですけれども、それがだんだんへしゃげてきまし

て、特に 2020 年の数字が出ていますので見ますと、こういう状況にあります。

赤になります。貧困率は下がっているので、ここら辺が貧困層になるんですけれ

ども、若干下がっていますが、この一番下の層はそれほどまだ下がってないよう

な状況にあります。特徴的なのは高所得層ですね。このとんがってるところがち

ょっとカテゴリーを大きくしていますけれども、1,000 万円から 1,500 万円で、

こっちが 1,500 万円から 2,000 万円ですね。それ以上になりますけれども、こ

この山も高くなってきているんですね。つまり、子育て層というのはかなり二極

化してきているところがあります。分散が広がってきているということになり

ますね。高所得層も増えているんですね。なので、子どもの貧困と言ったときに、

子育て世帯全体が困窮しているというわけではなくて、やはり子どもの中の格

差が大きくなってきているということになります。 

もう一つ、注目すべきところ、特にこれは東京以外の都市の方々には重要なと

ころかなと思いますけれども、都市規模別です。昔は貧困率というのはやはり農

村部、郡部ですとか人口５万人未満の方が多かったです。ですが、それがこのピ

ンクと紫のラインになりますけれども、大都市が貧困率が低かったんですね。85

年の頃にこれぐらい差がありました。それが 2018 年、これ一番私が使える最新

の年になるんですけども、それで見ますと、ほぼもうくっついてきています。つ

まり、都市規模による貧困率の差というのは、かなり無くなってきているという

ことなんですね。今は全年齢層なんですけど、例えば子どもだけで見てみても、

子どもも 85 年のころに比べれば今の方が低くなっています。郡部はちょっと最

後の 2018 年で変な動きをしているんですけど、ここ人数も少なくなってきてい

るということもあって、ちょっとかなりぶれるところがあります。高齢者も昔に

比べれば今の方が差が少なくなってきているという状況があります。 

もう一つ特徴的なのが、子どもの中でも年齢層による差が出てきたというこ

とです。1985 年のときは子どもの０歳から４歳、５歳から９歳、５歳ごとに出

しておりますけれども、それほど差がなかったんですが、オレンジのが 20 から

24 歳です。この濃いピンクが０から４歳なんですけれども、大きくなってきて

います。なので、つまり年齢の高い子どもの貧困率が上がっているんですね。こ

の 85 年から考えますと、その頃から比べれば、児童手当も例えば０から３歳児

のところではかなり拡充されてきました。また、幼保の無償化ですとか、そのよ



 

8 

 

うなことも起こってきています。ですが、実は一番貧困率、例えば児童手当です

とか、そういったような金銭的な国からの支援というのも 15 歳までですし、そ

れから、例えば医療費、自治体が無償化してるところが非常に多いですけれども、

年齢の小さい子どもから先に来ているということもあり、この年齢の上の方の

層の子どもにはあまり手当がないんですね。18 歳以降は児童扶養手当もないで

すね。そういったところもあり、年齢が高い子の貧困率の方が高くなってきてい

るという状況になってきています。これも非常に新しいところにあるかなとい

うふうに思います。 

次に、子どもの貧困というと、ひとり親世帯を思い浮かべる方が非常に多いで

すけれども、先程言ったように、一番の困難層ではなくて、その下の困っている

けども特に大きな問題は抱えてないという層も含めて貧困層なんですけれども、

一番タイプが多いのは実はこのオレンジのふたり親の核家族世帯です。圧倒的

に母数が多いんですね。この 30 年間に何が起こってきたかというと、３世代世

帯に住んでいる子どもがどんどん減ってきて、核家族世代に住んでる子どもが

増えてきていることです。ひとり親世帯も増えてきていますけれども、ふたり親

の核家族世帯の方の増え幅の方が大きいです。今、日本の子どもの７割、８割は

ふたり親の核家族の世帯に住んでいます。それで見ますと、母数が大きいので貧

困率が低くても数として大きくなってしまうんですね。なので、半数はふたり親

の核家族世帯。この世帯に対しては中々支援の手が届いてないというのが現状

です。児童扶養手当もありませんので、普通の児童手当しかもらってないという

状況ですね、支援であれば。そのほかの様々な政策も行われていないです。 

次に、貧困が子どもの状況と関連しているのかっていうこと。これ本当にデー

タを出せばいとまがないんですけれども、日本のデータにおいても様々なもの

が相対的貧困との関連があるということが立証されています。ここではもうい

くつか挙げていますけれども、ここに書ききれないぐらいたくさんあります。い

くつか私どもが行った調査でお見せしようかなと思いますが、私たちの調査で

は生活困難度、所得ではなくて生活困難度という指標を使っております。大体、

これは東京都の場合ですけれども、下の５％から７％ぐらいが困窮層、その上の

15％ぐらいが周辺層、８割が一般層と思ってください。この３つの層どれぐらい

格差があるかですが、例えば、これは授業の理解度、あなたは学校の授業は分か

りますかって聞いたものですけれども、小中高というふうに出しております。こ

れを生活困難度別で見ると、困窮層ではもう３割の子どもが授業があまり分か
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らない、分からないことが多い、ほとんど分からない、と答えているということ

で、逆に一般層８割の子どもは 34％はいつも分かると答えていて、大体分かる

まで含めるともう 85％、９割近くになっています。 

食料の困窮といったことでも、これはあなたは週に何回野菜を食べますかと

いうふうに聞いているんですけれども、給食以外にもちろん毎日食べるのが推

奨されることなんですけれども、毎日食べるこの薄いブルーのところは困窮層

の子どもだと、もう 55％しかいなくて、中には１週間に２、３日しか食べない。

食べない日の方が多いということですね。ですとか、食べないっていう答え、１

週間に１日以下という答えもあって、特に主食をなんとか食べている子どもも

多いんですね、日本の場合は。例えばお米ですとか麺ですとか、特に乾麺なんか

は安いので、炭水化物は取るんですけれども野菜ですとか、そのほかの微小な栄

養素が取れてないということになります。 

これは運動ですね。先程も言いましたように、運動量も 30 分以上体を動かす

遊びや習い事する頻度ですけれども、これもやはり困窮層になればなるほど全

くしない、ほとんどしない、になってきて、こちらの方がよくする子たちで、ほ

ぼ毎日している子ですけど、そういった子どもが減ってくるというところに格

差が出てきます。 

親のうつの傾向ですが、親のうつも困窮層が薄いブルー、周辺層がオレンジ、

一般層がグレーなんですけれども、重度精神病相当といってもかなり危険な状

況なんですけれども、やはり生活困難度と非常に密接な関連があるということ

が分かります。親自身が暴力被害を体験したものも困窮層が周辺層や一般層よ

りも圧倒的に高い。保護者が成人となるまで親から暴力を受けたですとか、元配

偶者や今の配偶者から暴力を受けた、と答えた母親の割合になってきます。この

ように関連が非常に強いということがお分かりいただけたかなと思います。 

ですので、中々貧困率そのものというのは経済の状況ですとか、国からの手当

といった形でなければ改善することができないんですけれども、自治体ででき

ることというのは、都道府県や基礎自治体さんでできるということは、やはりこ

の関連性をどれぐらい緩めていくことができるのかということかなというふう

に思います。 

ここから先はコロナの影響について、少しお話したいなと思います。まず、こ

れはこの１月に行ったばかりなんですけれども、私どもの研究所で、これは墨田

区のものですけれども、墨田区の公立に通っている小５と中２、それから住民基



 

10 

 

本台帳から抽出した 16、17 歳の子どもで、この 2023 年１月に実施した時点で、

あなたはコロナにかかりましたかっていう質問をしています。そうしますと、大

体半分はかかりました、でも今は元気ですというふうに答えています。半分から

４割ぐらい感染していませんというふうに答えています。１％から２％ぐらい

が今も後遺症がありますというふうに言っています。ここのグラフで見ると、こ

のオレンジの後遺症は非常に少ないように見えますけれども、でも１、２％とい

うと、学年に 100 人ぐらいは軽くいるかなと思うんですけど、１人か２人は後

遺症がある子どもがいるということなんですね。なので、生活保護率も２％を切

るような状況ですので、それぐらいの割合でいるということで、ここはやはりコ

ロナも５類にもなって、これからはコロナ後のことをどういうふうにやってい

くかということになってくると思いますけれども、この後遺症、非常に重篤な場

合もあると聞いておりますので、やはり自治体や保健所等での対策は必要かな

というふうに思います。 

これをコロナの罹
り

患率と貧困の関係を見てみましたが、これはほっといたし

ましたけれども、あまり関連はありませんでした、バツがついているのは関連が

ないということです。なので、一般層であっても生活困難層であっても、大体同

じぐらいの罹患率でした。 

次に、このコロナ影響の方はいろんな自治体さんの調査を私たちがお手伝い

しておりますので、いろんな自治体のものを持ってきております。これは東京都

の大田区のものなんですけれども、上が東京都の大田区で 2020 年 10 月に行っ

た、全公立小学校５年生を対象とした調査です。下が先程申し上げました、この

１月に行った墨田区の方のものになります。上が小学校５年生だけです。下は小

５、中２、16、17 歳というふうに示しております。上はふたり親とひとり親と

分けております。例えば 2020 年 10 月というと、まだまだコロナがあって緊急

事態宣言が起こったのが４月ですよね。まだ半年経ってない時期です。この時期

では、収入減があったと答えた層が大体２割を超えており、やはりひとり親世帯

の方がふたり親世帯より高かったということがあります。そのほかに就労時間

の減少であったり、勤務形態の変化であったり、失業・転職というのはそれほど

なかったんですけれども、他の国に比べて全然少なかったですけれども、それで

も若干あり、やはりひとり親世帯の方がそのようなこともありました。2023 年

となるともう３年経っているので、かなりいろんな状況が落ち着いてきたとこ

ろです。でも、これはコロナ禍になってからというふうに答えていますので、３



 

11 

 

年間の間でこういうことがあったかっていうことをお聞きしています。これで

見ますと、やはり収入の減少ですとか、でも収入の増加というのも若干ありまし

た。それから労働時間の増加ですとか、減少もあり、仕事を辞めて転職したとい

うような方々も、またテレワークが増えたというのが２割程度の御家庭で起こ

っています。これは父親になります。これは先程の墨田区の集計、先程は母親で

こっちは父親になります。これを経済状況別に見たもので、上の大田区のものは

所得を５つに分けて、一番下の富裕層が第５五分位になります。一番貧困層が第

１五分位になりますけども、５つに分けた形にしています。下は、墨田区のもの

ですけど、生活困難層と一般層、一般層が８割ぐらい、生活困難層が２割ぐらい

で見てみたものですけれども、やはり非常に経済状況がそもそも厳しい層に収

入減ですとか、労働時間の減少ですとか、勤務形態の変化ですとか、そういった

ものが起こったということが分かります。唯一違うのはテレワークの増加なん

ですけど、テレワークの増加は一般層の方が多かったというので、貧困層の方が

テレワークをできてない状況にあります。これは父親の状況です。同じような状

況ですね。これは墨田区の集計ですけれども、2023 年１月の時点になります。

なので、この時点において、コロナの前ですね。つまり 2020 年５月ぐらいが緊

急事態宣言ですから、その前の時点と今を比べて収入がどれぐらい変わりまし

たかということを聞いています。母親と父親と別々に聞いています。まだ調査し

たときには、先程お見せした厚生労働省の貧困率なんかが出ていなくて、もしか

して大幅に悪化した世帯というのがいっぱいあったんじゃないかと。つまりコ

ロナ禍で転職したりですとか、母親なんかは女性の方がコロナによって仕事を

辞めたというようなことも聞いておりますので、あったと。それからもう緊急事

態宣言も解除され、それから人々も生活が戻ってきて今５類にもなり、どれぐら

いの収入ですとか、そういったものが元に戻ったのかっていうことを見たかっ

たわけなんですよね。10 割減というのが、つまり仕事辞めてしまった層ですよ

ね。コロナの前は働いていたけれども、今は働いていませんという方は若干です

けどおります。ほとんどがこの薄いブルーの変わらない。５割、６割変わらない

です。それから、無回答も多いんですけれども、増加した層がこれぐらいで、減

った層はこれぐらいになります。なので、１割減とか２、３割減っていう層が一

番減った中では多いかなと。逆に、１割増、それ以上増の層もそこそこいらっし

ゃるというような状況になります。なので、コロナの影響を前後で見てみると、

上がった組と減った組と両方いるのかなと。ただ、減った組と答えた方の方が若
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干多いかなというふうには思います。もちろんここは勤労収入の話をしていま

すので、これに例えばコロナの給付金ですとか、2020 年、2021 年には出されて

おりますし、今も自治体さんで出しているところもありますけれども、そういっ

たものは含まれておりません。 

これを生活困難度別に見ますと、やはり母親も父親も困窮層、周辺層の生活困

難層の方が圧倒的に減少と答えている方が多くなります。なので、コロナの爪跡

というのはやはり厳しい層の方に大きく残っているのかなというふうには思わ

れます。 

次に、子どもへの影響ということを考えていきたいと思います。これ概念図な

んですけれども、特に休校があったということもあり、休校のところも考慮して

考えた概念図になります。新型コロナ感染拡大というのは、保護者の経済状況に

まず影響しました。それが失職ですとか、転職ですとか、収入減ですとか、勤務

時間の減少ですとか、勤務形態、つまりテレワークですとか、そういうのが増え

たりとか、そういうことですね。なので影響しています。なので、これがこのブ

ルーのラインなんですね。それと同時に、子どもに関しても休校ということがあ

りました。休校は最初の緊急事態宣言のとき、東京では約３か月間休校があった

んですけれども、その後にも結構学校閉鎖だとか、学級閉鎖という形で、子ども

が学校に行けないときというのがありました。それが子どもに影響している、直

接影響しているところもあるし、親の経済状況が変わったことによって影響し

ているところもあるし、子どもが休校することになったので、親が仕事を辞めざ

るをえなかったっていうようなこともあったかなと思います。この矢印も入れ

ています。子どもへの影響といったときに、必ずしも全てが悪いわけではなくて、

例えばこのピンクのところで、保護者と過ごす時間が増加したというようなと

ころでもポジティブな影響も見られたんですね。また、子どもの自由時間が増加

した。つまり学校に行かなくていい時間、自由時間が増えたというところがあっ

たりします。それによって親子関係の改善といったものが見られたところもあ

りました。でも同時に、そういった反対のことも起こっている。例えば、保護者

のストレスが増加した。つまり経済状況が悪くなったり、ストレスが増加したり、

家で子どもの面倒をみながら仕事をしなきゃいけないっていうテレワーク状態

になってストレスが増加したりですとか、そういったことで親子関係の悪化で

すとか、虐待というのが若干増加したというのがもうデータで分かっています。

それから、勉強時間が減少したというのもちろんありますし、子どもにとっては
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友達に会うことができなかったり、子どもが１人で置かれている。つまり親がテ

レワークですとか、仕事を辞めたりすることができない場合は、子どもが１人で

置かれている時間が多くなったということもあり、スマホ等の視聴時間が増え

たりですとか、そういったようなことが起こっていると考えられます。この関連

する矢印の全てにその世帯の経済状況というのが関連している。この関連の強

さですね。これ青い線の関連の強さに影響しているのがこの経済状況というと

ころです。まず、これは先日、国立成育センターの方から発表されたものなんで

すが、京都大学だったかな、すいません。発表されたものですけれども、コロナ

禍によって５歳児については、発達が約４か月遅れたということが出ています。

なので、これは何をしたかっていうと、コロナの前に３歳になった子どもと、コ

ロナ禍に３歳になった子どもの成長の度合いを調べたんですね。そうすると、発

達が平均で4.39か月遅れということと、３歳、５歳とともに個人差が拡大した。

つまり、外で遊ぶことが少なくなったり、家籠もりになったりですとか、そうい

ったことが増えることによって、それに対処できた御家庭は、例えばお母さんが

一緒にいることができて、子どもと付き合って一緒に読み聞かせをしたり、遊ん

だりすることができたり、体力の低下ということを防ぐためにいろんなところ

に連れて行ったりですとか、そういったことができた御家庭とそうでなかった

御家庭というのが増えてきて、先程収入の格差を見ましたけれども、コロナに対

する対処能力といったところも差があったんじゃないかなと思われます。 

次に、これは先程申し上げました、2020 年 10 月に行った大田区の調査ですけ

れども、親御さんに前年の所得の五分位別に、休校によって子どもにどんな影響

がありましたかっていうことを聞いています。学力低下、体力低下とゲーム・ス

マホの時間が増えたっていうのなんですけれども、これもやはり第１五分位、こ

ちらが貧困層で、第５五分位、こちらが富裕層になりますけれども、富裕層の方

がこういったことを訴える御家庭が少なかったということがあります。 

Ｘ市って書いてありますが、これ八王子市なんですけれども、八王子市では

2022 年に調査を行っています。2022 年と実は平成 29 年にも行っていて、同じ

対象者を行っていて、小学校５年生ですね。あなたは学校の授業が分かりますか

っていう先程お見せしたグラフですね。東京都のお見せしたんですが、同じ質問

を使っています。もちろん一般層と周辺層、困窮層を比べると、いつも分かるな

んて子どもはどんどん困窮層の方が少なくなってくるんですけれども、でも平

成 29 年と令和４年を比べてみてください。一般層でいつも分かる子どもは



 

14 

 

28.8％から 24.3％になりました。周辺層は 22.1％から 14.7％になりました。困

窮層では 22.1％から 9.9％になったんですね。なので、以前はもちろん下がっ

たんですけれども、コロナを介した後には、その貧困ということと子どもの主観

的学力の関連が強まったっていうことですね。格差が広がったということにな

ります。このような状況が見られるところもあります。全ての自治体で見られて

いるわけではないんですけども、これらの状況にある可能性があるっていうこ

とは御承知おきいただきたいなと思いました。 

それから、これも八王子市ですね。八王子市の調査票は先程申し上げましたよ

うに、平成 29 年にベースラインを取っているんですね。その後で、令和４年に

行った調査票の中で、コロナの前の令和２年の頃はどうでしたかということを

聞いているんですね。なので、３時点あるわけなんです。あなたは過去 1年間子

どもを海水浴に連れて行くことができましたか、キャンプやバーベキューに連

れて行きましたか、スポーツ観戦や音楽会ありましたか、博物館・美術館行きま

したか、ということを言っています。令和４年も 2022 年でまだまだ５類になっ

てない頃なので、まだまだそれほど外に出るというのが万全に戻ってきたわけ

ではないかなと思いますけれども、例えば、海水浴は平成 29 年から令和２年に

かけてすごく経済状況も良くなったので増えて、コロナ後にガーッと下がるわ

けですね。キャンプやバーベキューとかもそうですね。スポーツ観戦、音楽会と

か、博物館・美術館で何が増えたかっていうと、やっぱりコロナの後はこの黄色

いところ。その他の理由で行くことができませんでした。オレンジが金銭的な理

由で行くことができなかった。グレーが時間的な制約でこれはできなかったん

ですけども、黄色のところが増えている。これは当然と言えば当然の推測できる

結果だったかなというふうには思います。 

でも、これを生活困難度別に見てみますと、例えばコロナの前とコロナの後の

令和２年と令和４年を比べたものですけれども、一般層では遊園地やテーマパ

ークに行くというのは 92％の子どもはコロナの前に行っていたんですね。それ

が 63％ぐらい下がりました。でも、困窮層ではそもそも少なくて、金銭的に行

けない子が多かったので 68％だったんですけど、31％まで下がっているんです

ね。なので、体験の格差も広がったということをここで見いだしています。行け

なかった理由としては、もちろんこの黄色のその他の理由というところも多い

んですけれども、そのほかにも金銭的な理由といったところも大きくなってい

る。つまり、どのような理由を親が上げるのかっていうのは比較的に微妙でコロ
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コロ変わったりはするんですけれども、体験格差というのが広がっているとい

うのは確かにあることかなと思います。 

これは大田区のものですけど、2016 年と 2020 年、2020 年 10 月なので、もち

ろんまだまだコロナが怖かった時期ではあるんですけれども、平日の放課後に

自宅で過ごす割合、回数を聞いています。そうすると、毎日過ごすっていう子が

増えているということが分かります。次にゲームで遊ぶのがどれぐらい増えた

か。上が非生活困難層とあります。これがつまり一般層です。大田区では一般層

と言わずに非生活困難層という言い方をしているので、ここに入っていますけ

れども、下が生活困難層ですけど、じゃあ、あなたは１日に何時間スマホやパソ

コンやタブレットでゲームをやっていますかって聞いたところ、一般層のこれ

も増えました。この矢印のところで、毎日２時間以上ですよ。２時間以上だとや

はり成長にいろいろな影響があると言われていますけれども、それに比べて生

活困難層の子どもはこれだけ多くなっているんですね。なので、ゲーム時間が増

加したということがあるかなと思います。この間、コロナ対策として各自治体が

やっているのがスマホやタブレットを配布するということなんですね。それは

学習の面では一つの良いことがあるんですけれども、やはりこういったタブレ

ットとかに依存してるような状況になってしまう子どもが多くなっているんじ

ゃないか。特に家に１人になりがちな子どもであって、親のスーパービジョンが

ないところで居る時間が長い子どもたちはやはり貧困層の子どもだと思います

けれども、そういったお子さん達ですとか、ひとり親の御家庭であったりで、お

母さん帰ってくるまで家で待ってなければいけない。学童保育も、これは小学校

５年生対象なのでもう年齢対象外となってしまっていて、そしたら遊びますよ

ね、スマホとかタブレットで。そういったことが増えてきてるんじゃないかとい

うことです。 

ちなみに、気になるのが、これ 2020 年のときでした、この上の大田区は。こ

れ東京調査 2022 年度なので、実際実施したのが 2023 年１月、この１月ですけ

れども、あなたはどれぐらいの頻度でゲームで遊んでいますかって聞いたら、こ

の率も生活困難層も非生活困難層ももう４割近くなんですよね。小学生ですよ。

かなりのところでこれはもう浸透しているんじゃないかなと思います。もちろ

ん学力アップするようなのゲーム等もありますけれども、このところはやはり

新しい問題としてより考えていかなきゃいけないところかなと思いました。 

もう一つの傾向としてあるのが、不登校傾向ですね。これは不登校傾向という
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ことで実際に不登校なわけではないんですけれども、国の不登校の統計でも不

登校率は上がっていますけれども、あなたは学校に行きたくないと思うのはど

れぐらいありますかっていう形で子ども自身に答えてもらっているんですけれ

ども、よくあるというのがやはり平成 29 年から令和４年の 2020 年にかけて、

小学生も中学生も増えておりました。 

これが最後のスライドになってくるんですけれども、コロナ禍が過去のもの

となる中で、私たちはやはり様々なコロナ禍の爪跡の対処の方向に今持ってい

かなければいけないところにきているのかなと思いました。まず、分かっている

のは、貧困層、生活困難層、いろんな呼び方がありますけれども、その子どもの

状況が非貧困層の子どもに比べて様々な指標において厳しい状況に置かれてい

るっていうことは、これはむしろ変わってはいないです。先程、貧困率全体が国

として下がっているということを申し上げましたけれども、2020 年、2021 年ま

では政府による様々な支援策ですとか、社協などによる貸付事業ですとか、そう

いったようなことがありました。今 2023 年になって、もう通常に戻りましょう

というようなことになってきたときに、こういったその当時の借金ですとか、そ

ういったものが多くのしかかってくる可能性というのが取り残された困窮層や

周辺層の中であるというふうには思います。なので、特に基礎自治体においては、

一番それが分かりやすくなるのが、いろんなものの未納なんですね。例えば、住

民税ですとか、給食費ですとか、そういったものの未納というような形で出てく

るんですが、それを詳しく見ていって、中でも子どもっていう観点で言えば、そ

ういった御家庭にお子さんがいらっしゃらないかどうか。国民健康保険ですと

かの未納も非常に大きなあれになるかなというふうに思います。それらを見て

いかなければいけないかなとは思います。この連携を非常に強くしていただき

たいなと思うことが一つあります。 

また、貧困層の割合が全体で減少する中で、貧困層に残された子どもの状況が

悪化してる可能性があるかなと思います。ですので、上に出られる層が出ていっ

ているわけなんですね。なんですけれども、じゃあ出られなかった層はどうなの

かといったところが格差として残っているかなと思います。特に、先程見ていた

だきましたように、コロナの前と比べても、貧困層の子どもたちと非貧困層の子

どもたちの間の体験格差や学力格差といったところでも大きくなっているとい

うふうに感じられます。いくつかの自治体のデータはもうそれが確かめられて

いるという状況があります。ですので、この格差に対する対応というのをやはり
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これからも考えていかなければいけないということですね。 

それから、３つ目として、子どもの生活様式の根本的な変化が定着してしまっ

た。これ、私は悪い意味で言っています。例えば、先程お見せしたようなタブレ

ットによるゲームとかの依存ですとか、そういったものの傾向ですね。これはＩ

Ｔ時代ですので、もちろんそういったものに慣れさせていくというので、それを

元に戻せというのは難しいかなと思いますけれども、それに対処したやはり対

策も作っていかなければいけないので、特にやはり貧困層の御家庭等にそうい

った傾向が強いということであるのであれば、あまり家庭の経済力に頼らない

やり方というので、これは対策を打っていかないと、今後非常に難しいのかなと

思います。赤字で、ＩＴ時代にも通用する健康的な活動の提供っていうを申し上

げましたけれども、例えばゲームより楽しいような活動が待っていれば、子ども

たちはそちらの方に行くわけなんですね。なので、取り上げるっていうことは

中々難しいかなと思いますので、そうではない形で非常に魅力的にしていく。そ

れから、先程の体験格差というところにおいても、例えば学校や自治体でやるよ

うな体験格差をより充実していくですとか、そういったことを考えていく必要

があるかなと思います。 

最後のところに、コロナ禍の長期的影響の懸念ということを申し上げます。子

どもというのはどんどん大きくなっていくので、例えば先程見たような、４か月

の遅れがあった子ども、コロナ禍に３歳から５歳の子どもたちですね。そういっ

た子たちはどんどん小学生になってきちゃうわけなんですね。今、小学校時代と

か中学校時代に全く体験を経験することができなかった子どもたちというのも

どんどん大人になっていくわけなんですね。そうしたときに、やはり将来のあの

人たちはコロナ世代だよねっていったような人を作らないということは非常に

重要かなと思います。なので、子どもは下からどんどん新しい子どもたちが増え

てくるので、今これから小学校に上がる子どもたちに対する対策ですとか、そう

いったところはもちろんあるかなと思いますけれども、それ以上に卒業してい

く子どもたちに対して、その子たちの影響がどうなっているのか。それに対する

何らか政策が打てないかっていうことをやはり常に見ていく必要があるかなと

思いました。特に今日、三重県さんのお話ということであり、都道府県レベルで

のことを考えますと、基礎自治体は中学校卒業した後の対策っていうのはあま

り手がないんですね。それに対して県はあります。県立高校はありますので、そ

ういったところでの対策をより充実させていく。より年齢の高い子どもたちに
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対する対策というのを充実させていく必要はあるのではないかなというふうに

は思います。 

私からのお話は以上とさせていただきたいと思います。約１時間御清聴どう

もありがとうございました。 

 

中森座長 

ありがとうございました。 

一定の時間が経過しましたので、10 分程度休憩を取りまして、再開は 14 時５

分からといたしたいと存じます。 

なお、Ｗｅｂ会議システムについては接続したままとし、カメラ、マイクにつ

いては適宜オフにしてください。 

それでは暫時休憩いたします。 

 

（休憩） 

 

中森座長 

休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

それでは、ただいま阿部様からの御意見を頂戴いたしまして、質疑を行いたい

と思います。 

なお念のため申し上げますが、御発言される際は、私の指名を得てから発言す

るようお願いします。 

それでは、委員の皆様から阿部様に対して、御質疑があればお願いいたします。 

 

稲森委員 

ありがとうございました。 

何点かお伺いしたいんですけども、今、県でも子ども施策を捉えるときに、少

子化対策とか、人口減少対策という入口から入って、その子ども施策を捉えると

ころがあると思っているんですけれども、そのことが子どもの貧困対策という

上で気をつけなきゃいけないところというか、一致していないところがあるん

ではないかとも思うんですけれども、その辺どういうふうにお考えになるかお

聞かせをいただきたいと思います。 

それから一番最初の話の方で、今の貧困によって、例えば体力の格差が出てい
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るけれども、昔はそうでもなかったっていうお話あったと思うんですけど、そこ

をもう少し詳しく、なぜそういうことが深刻になってきているのかっていうの

をお聞かせいただきたいと思います。 

もう一つは、若者の貧困のところなんですけれども、若者の貧困に対して有効

だと思うような対策というのはどういうものがあるかっていうのをお聞かせい

ただきたいと思います。とりあえず以上です。 

 

阿部氏 

ありがとうございます。まず、子ども政策ですけれども、確かにこども家庭庁

になってから、ますますその気が強くなったかというふうに思いますけれども、

少子化対策というものと子どもの貧困対策というのがかなりごっちゃになって

しまってきているところはあるかなと思います。もちろん両方に有効でないと

いうようなものはないかなと思って、子ども対策をすれば貧困の子どもも便益

を受けるというふうには思いますけれども、あまり子どもの貧困の観点がない

と、ややもすれば格差を拡大するような状況になる可能性もすごく強いかなと

いうふうに思っております。 

例えば体験格差といったことをしたときに、自治体によっては、このような体

験を無料で行いますので応募してくださいみたいな対策を打ったりしますけれ

ども、おそらくひとり親の貧困家庭の御家庭ではそういうのに応募することが

できず、というのは親が同伴でなければいけないっていうのがあったりですと

か、親が申請をしなければいけないですとか、親がまずその情報をキャッチしな

きゃいけなくてホームページとか見てなきゃいけないですとか、そういうこと

がありますので、そうしますと結果として、そういった便益を受けるのは貧困で

ない子どもたちになってしまったりですとか、そういったような懸念はすごく

あるかなと思います。 

それと、子どもに直接お金をかけるもの、例えば教育ですとか、それから子ど

も食堂ですとか、そういったものは選別するべきではないと思っております。そ

れによって子ども自身も傷つきますし、選別するという行為は民間にはできま

せんし、でも自治体が行うような施策であれば、より選別的に、先程言いました、

富裕層も増えていますので、例えば全ての子どもに対する児童手当ではなくて、

所得制限があるような形の児童手当ですとか、そういったような形でやるとい

うことも必要かなというふうには思ってはいます。ですので、中間層や富裕層に
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対する政策をすることによって、もしかして子どもが増えるかもしれませんが、

少子化対策としてそれは良いのかもしれませんが、それを行ったからといって

子どもの貧困対策になるとは限らないと思っております。 

２つ目。例として体力を挙げましたけども、おそらく学力でもそうだったかな

と思いますけれども、今もう全てのものが市場で買える状況になってきていま

すので、例えば体力をアップするようなものですとか、知育のための様々なプロ

グラムですとか、そういったものも全て市場で買い、やはり子どもがある世帯の

中での格差が広がってきているので、投資をする人はどんどん投資をするよう

になってくるわけなんですよね。ですので、もう小学校１年生のときには、みん

なひらがな読めるよねっていう状況だったりするわけですよね。ですけど、想定

としては小学校１年生のときにはひらがなが読めなくても入れるはずで、実際

にもし読めないお子さんがいたら、そこでもうそれだけで付いていけなくなっ

てしまうんですね。ある教育関係の研究者から聞いたことがあるんですが、例え

ば小学校１年生に入ったときに、先生が名前順に並んでくださいと言う。ほとん

どの子が対応できるんですよ。先生も全く悪気なく言っているんです。でも、あ

いうえお知らない子に名前順に並んでくださいって言っても並べないですよね。

それですとか、傘置き場のところに、こういうふうに置いてくださいってひらが

なで書いてある。でも読めなかったから、そこにポンと置いてしまって先生に叱

られる。 

なので、結局のところ、そういった市場主義的なところに社会が順応してしま

っているし、先生方ですとか周りの大人ですとかも、それに気づかずやってしま

っているので、そうすることによって、そこにあることによる、やはり弊害って

いうのでは、その貧困の子どもたちが受けてるというようなところだというこ

となんですね。東京の中では非常にそういった格差が大きいところもあります

ので、東京の中で異動なさる学校の先生なんかにもお聞きをすると、非常に裕福

な地域の小学校に転勤になった途端に小学校１年生担任していても、子どもた

ちもみんな自分のやっている授業の中身はみんなもう分かっていると。分かっ

ている子がほとんどだと。皆、塾だとかそういったところでやっているので、分

かってない子に教えるのがすごく難しいと。もう子どもたちクラスの中で、つま

んねえなあみたいな感じで、そんなんもう知ってるよ、みたいな子が半数以上に

なってくる。そうすると、その子たちももちろん面白くないですし、そこで分か

らない子どもたちはなんで自分だけ分かんないんだろうと思っちゃうわけなん
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ですね。そこで初めてそれを聞く子たちは自己肯定感が失われていく。なので、

私たちこの政策を作る側としては、そういうのをやはり抗っていくっていう姿

勢を常に持って、いつもやはり下の方の子どもたちのことを考えてやっていか

ないと、そういったものも自然に増殖していくかなと思います。それが結局、今

の貧困が恐ろしいことになってきてるところかなというところです。 

最後の質問が若者の貧困ですね。若者っておっしゃったときに高校生以上の

年齢のことをおっしゃっているんでしょうか。もう高校出た後ということです

ね。高校出た後の、今はもちろん大学に関する奨学金ですとか、貸与型でないよ

うな給付型の奨学金ですとか、授業料の減免だとか、そういったものも国の方で

ここ数年本当に拡充してきたなと思いますが、それ以外にもまずは私はやはり

就労支援というところをきちっとするべきかなと思っています。というのは、全

ての子どもが大学に行ってもいいことないんですね。それは私自身も大学に身

を置く者としてなんですけれども、今大学はどんどん定員割れしていますので、

そういったところにお金をつぎ込んでほしいという要望がすごく強いわけなん

ですね。それに国が乗ってきているというところもあるかなと思います。でもそ

うすると、学歴インフレが起こるだけで、大学卒業しても結局非正規にしか就職

できないみたいなことになってしまう子どもをいっぱい作ってしまって、結局

のところ４年間の先延ばしになるだけじゃないかなとは思います。それよりも

私はやはり大学に行かないというチョイスをしても、真っ当な生活ができるよ

うな職業訓練ですとか、そちらの方をきちっとしていく必要があるかなという

ふうには思っております。特に、今やはり職場における若者の定着率というのが

非常に悪いので、それは定着支援ということもあるし、それはまた転職支援です

とか職業訓練によるいわゆるリトレーニングみたいなことをやはり積極的にや

っていく必要があるんではないかなというふうには思います。やはりそこのと

ころの成長産業といいますか、これから日本の支えていく産業に移れるような

ものにしていく必要があって、大学へ行っていわゆる教養科目学ぶよりも、こっ

ちの職業訓練校に行った方が将来の見通しは明るくて収入も伸びるよねってい

ったようなところをどんどん作っていかないといけないんではないかなと思っ

てはいます。 

 

稲森委員 

ありがとうございます。もう少しお尋ねしたいんですけども。今、全体的なお
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話をしていただいた中で、東京のデータがいくつかあったかと思うんですけれ

ども、大都市部と地方との違いとか見られるようなところがあったら教えてい

ただきたいのと、公がやる政策の中で選別主義的にある程度やっていく必要が

あるっていうようなこともありましたけれども、その場合、この対象者のイメー

ジの中の困難層というところにどういうふうに届けていったらいいのかってい

うところをお聞かせいただけたらと思います。 

 

阿部氏 

私たちのところもまだ大都市と例えば地方というような形では分析はしてな

いんですけれども、自治体ごとの差はすごくあります。例えば、子どもの健康と

子どもの生活困難度という、全く同じ生活困難度の指標で測ってみても、健康と

の関連が、どこも関連はあるんですよ。関連がない自治体なんてないですけど、

関連が強いところと弱いところがあります。それがおそらくその自治体の特色

ですとか、そういったところが出てくるのかなと思うんですね。例えばそれこそ

私たちが見ている東京の中でも、八王子なんていうのはあまり住宅問題がない

んですよね。それに比べて中野区ですとか新宿では、まず住宅が狭いし、住宅問

題があるので所得としては高くて、貧困層の率も全然低いんですけれども、八王

子に比べて、ですけれども、家の中で勉強する場所がないですとか、そういった

ような問題とかが起こってくる。でも、一方、例えば地方においては、その施策

として図書館ですとか児童館ですとか、そういったことを出しているところが

あっても、そこまでたどり着けないっていう子どもの問題があるんですよね。１

人では行けないので。なので、違う政策を打っていかなきゃいけないですし、そ

ういった意味での人口規模だけではなく、地理的なところの環境ですとかでも

のすごく違うんではないかなと思います。東京であれば、例えば美術館ですとか、

公園ですとか、そういったものは子どもの徒歩圏内に結構あったりするわけな

んですよね。ですけど、そうじゃない自治体ももちろんある。でも、替わりに遊

ぶところはいっぱいあるよ、みたいなところもあったりするわけなんですよね。

東京の貧困の子どもなんて海見たことないという子どもはいっぱいいますけど、

そうじゃないような自治体ももちろんあるわけですね。なので、かなりやはり県

の中でもすごい差があると思いますし、かなり小さな単位での自治体の中で、そ

れぞれの特徴、貧困の子どもたちが一番不利を受けるところはどこなのかって

いうところに投入していく必要があるのかなと思いました。 
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あとは、学力的なところでは、やはり地元に大学があるかどうかですとか、そ

ういったところがすごく大きいと思います。 

あと、困難層にどのようにリーチしていくかっていう話なんですけれども、選

別せずにもうリーチできるような方法というのもありまして、例えば生活保護

ですとか児童扶養手当みたいに所得情報を出させて、所得制限以上か以下かっ

ていうのを判別して、それでその世帯にするっていうのも一つの方法ではある

んですけども、そうじゃなくても、例えば定時制高校にものすごく手を入れると

か、学校教育ですとか、地域もあるかなと思います。それはもう議員さんの方で

あればよく御存知かと思いますけれども、地域の中でも同じ自治体の中でも、同

じ基礎自治体の中でも、学校ごとにすごく差があるわけですよね。そこのところ

にものすごく例えば教員を大幅に加配するですとか、そういったことができる

はずなんですね。そうすると、子どもとか世帯一人一人を判別しなくても、貧困

層の子どもたちが結果として便益を受けるっていうのはできるはずだと思って

おります。おそらくそういった方が、それによる様々な行動変容みたいなことが

起こらないので、いいのではないかなと思います。 

 

稲森委員 

どうもありがとうございました。 

 

中森座長 

ほかの委員さんどうですか。 

 

稲垣委員 

いろいろありがとうございます。何点かお尋ねをしたいんですけれども、まず

35 ページのところ、35 枚目というんですかね。資料いただいた中で、コロナ禍

が子どもに及ぼす影響というところで、新型コロナが感染拡大することによっ

て、学校を休校にしたっていう施策があったわけですけれども、そのことの影響

は学力や体力の低下のみならず、子どもにはかなりの影響があったっていうこ

とが読み取れるわけですが、あの当時を振り返ると、学校一斉休校すべきだって

いう結構世論もあったりだとか、あるいはその学校を再開するときに、学校再開

反対だっていう、こんなにコロナがまん延しているのになぜ再開するんだって

いう、子どもの命が大事じゃないかっていうような感情論というか世論的なも
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のがあって、政治というのは、やっぱりそのときの状況に流されてというか、そ

ういうことも加味しながら政策決定してたっていうようなこともあったのかな

と思うんですが、やっぱりそれをやった中で今後のことを考えると、しっかり私

は検証しておくことは大事だと思っていまして、今から振り返ったときに、こう

いう様々な影響があった中で、ああいう判断をしたことが正しかったのかどう

かって子どもらにとってですね、ということというのはやっぱり検証していく

必要があるなと私は常々思っているんですけれども、先生から見たときに、振り

返って今見てみて、やっぱりこの図を見て休校したことというのは、判断として

正しかったのか、あるいは間違っていたのか。もし何かそういった所見があれば

お聞かせいただきたいのが１点と、それから次の 36 ページ、次のページなんで

すが、コロナ禍で５歳児に約４か月の発達の遅れがあって、３歳から５歳児とも

に発達の個人差がだいぶ拡大したっていうことがあるんですけれども、例えば

５歳児の４か月の発達の遅れというのがどの程度深刻というか、自然にしてお

いて取り返せるものなのか、あるいはかなり何らかの対策をしないと、この遅れ

というのは、子どもたちの成長にとって非常に大きな影響があるのか、その辺り

がもしあれば教えていただきたいなと思います。 

もう１点が体験のところで、様々な体験が減少して、そのことによる影響が出

てきているっていうことなんですけど、特にこの困窮層にその影響が大きいと

いうことなんですけれども、この辺りの今後の長期的な課題なのかも分かりま

せんが、体験を失ったことによって、いろんな影響が出ていることを補っていく、

そういった取組というのが重要だと思うんですけど、中々具体的にどうやって

していくのかなっていうのは正直思ったりするところもありまして、先日もた

またま学校の校長先生としゃべっていましたら、この４月に入った教員の先生

というのは教育実習とかを経験せずに先生になってきているので、中々現場で

適応していくのが難しい人がいるっていう話を聞いたりだとか、実際現場でい

ろんなことが起こっているのかなって思うんですよね。それを我々が政治的に

フォローしていこうと思ったときに、体験が欠けていた部分を今からどう取り

返していくのかなって非常に大きな課題かなと思うんですが、何か良い方法と

いうか、お考えがあればお聞かせいただきたいと思います。３点よろしくお願い

します。 
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阿部氏 

休校については、もちろんあの当時にその決断しかなかったんじゃないかな

というのは十分分かりますし、あのときはまだコロナについて誰もよく分かっ

てなかったっていうのもありますし、国民もかなりパニック状態なっていたと

いうのもあったと思います。なので、それについて正しかったか、正しくなかっ

たかっていうのはちょっとやはり一概には申し上げられないなと思うところな

んですね。やらなかったらもしかしたらもっとすごいパニック状態になったの

かもしれません。親が勝手にもう子どもを休ませるようなってしまってという

ような状況になっていってしまったのかもしれません。なのでそこは分からな

いです。ただ、やはり次回への教訓というのはすごくあるかなというふうに思っ

ており、私はやはりこれだけの影響が子どもにあったっていうことを考えたら、

次回同じような状況のときに休校にすべきかどうかっていうのは本当に慎重に

すべきだというふうには思います。 

日本はどちらかというと休校時間が短い方ではあったんですけれども、それ

でもやはり３か月というのは、今までのほかのコロナでないところでのいろん

な休校の影響というのが出てくると、それこそ１か月とか２週間の休校でも大

人になったときの収入に格差があるですとか、そういった話も出てきて、それを

考えると３か月はすごく大きかったかなと思うところなんですね。なので、私は

やはりおっしゃるとおりすごく検証すべきですし、私が今まで見た中ではもう

次に同じようなことが起こっても、子どもの生活だけは守るべきじゃないかな

と思います。 

一時的な休校があったりしても、その後にあったその次の質問につながって

いきますけれども、例えばクラブ活動ですとか体育祭だとか、そういったものが

全部無くなってしまった世代の子どもたちですよね。それの影響というのはど

れぐらい出てくるのかっていうのは本当今は分からないですけれども、検証し

なきゃいけないですし、それを考えると絶対そうすべきじゃないんじゃないか

なとは思っております。 

５歳児の遅れを取り戻すことができるのかって、ちょっとこれ私は児童発達

の専門家ではないので申し上げることはできないんですけれども、もちろん取

り返す子どもたちは取り返していると思います。問題はそれを挽
ばん

回することが

できない状況に置かれている子どもたちっていうことなんですね。おそらく、そ

もそも一番最初の発達の遅れの度合いも高かったんじゃないかなと思うところ
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ですね。なので、例えば学力に関して言っても、私たちが出しているのは５歳児

より上の小学生、中学生なんですけど、学校が休校になったりとかして、学力の

遅れがあったなと思って、家庭において、やはりインターネットによる様々な学

力向上のいろんなソフトですとか、そういったものがありますね。そういったも

ので対処している御家庭と対処できない御家庭があって、つまりいろんな不利

が起こった時、ショックが起こった時の対処能力というのはすごく経済状況に

左右されますので、一般的に言えば４か月の遅れが回復できるんだとしても、貧

困層の子どもたちというのはそれができないかもしれないということで、そこ

はやはり行政的な手当が必要なんじゃないかなと思います。 

そして、じゃあ体験格差は何ができるのかということなんですけれども、まだ

子どもの時期であるお子さんについては、もう学校ですとか、そういった今のあ

るところで、もう過ぎてしまった時間を取り戻せないので、なるべく多く体験等

の準備をする、用意してあげるということしかないかなと思います。なので、学

校の中でもいろいろな体験活動というのをやっていますので、そういったもの

をすごく豊富にしてあげる。クラブ活動ですとか、そういったことももう最大限

やれるようにし、通常以上にそういったことが経験できるようにしてあげる。そ

れから、学校以外のところでも自治体ですとか地域ですとか、そういったところ

での様々な体験活動という機会をたくさん設けていくという必要があるんじゃ

ないかなと思います。それで挽回できるものかどうかっていうのはちょっと分

からないですけれども、今できるところはそこしかないのかなと思うところで

す。 

 

稲垣委員 

どうもありがとうございました。本当、体験のところはこれからどう影響が出

てくるかっていうのはもう少し長期的な目で見ていかなければいけないなって

いうのはあると思いますし、必ずその影響というのはかなり出てくるんだろう

なというふうに想像しています。今、先生に言っていただいたみたいに、できる

だけ今できることで、地域とかで体験活動を豊富にするような努力はいるんで

すけれども、一方で逆にこのコロナを経験して、地域とかで３年間いろんな行事

をやってなかったので、コロナ禍が開けてもその行事が無くなっていくとか、こ

の影響で体験の機会がさらにもうない状態がずっと常態化していくような、

中々地域のマンパワーも難しいところもあって、そういう状況も出てきている
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かなと思っていますので、何とかそれをしていかなければいけないなと改めて

感じさせていただきました。貴重な御意見どうもありがとうございました。 

 

中森座長 

続けて質問のある方、よろしくお願いいたします。 

 

小島委員 

阿部先生、どうもありがとうございました。２点お願いします。 

１点は先程の体験格差の問題で、学校においてはいろんな体験を豊富にする

ということを先程おっしゃっていただきましたけれども、自治体において、この

体験をすることが全ての子どもたちの体験活動のプラスにつながるっていうよ

うなところがあれば教えていただきたいというのが１点目。 

２点目は、貧困の子どもの過半数はふたり世帯というふうに 14 ページにあっ

て、確かにふたり親世帯の方が数が多いので、これはそうなんだろうと思うんで

すが、ひとり親世帯の相対的貧困率の方が圧倒的に高いと思うんですけれども、

そのベースとしてひとり親世帯の子どもたちにどういう手を打つかということ

は、なんかユニバーサルなというか、そういう全ての子どもたち、貧困世帯につ

いてもそうですけれども、そういうところになっていくんじゃないかなという

ふうにずっと思って、今までいろんなお話聞いてきたんですけれども、その辺り

阿部先生どんなふうにお考えでしょうか。 

 

阿部氏 

自治体で行う体験活動ですけど、これっていうのがあるわけではないかと思

いますし、一つの解決策で全ての子どもにっていうわけにはいかない。特に体験

はもう様々なものがありますので、運動系もありますし、美術系もありますし、

それ以外のものもあるし、なんですけど、いろんな機会をやっていくっていうこ

とだと思うんですね。私どもがこれはコロナの前のデータでやったんですけど、

例えば町内会の活動に参加することによって、子どもの自己肯定感が高まると

いう結果が出ています。町内会の活動って講習会みたいなものもあれば、子ども

クリスマスパーティーみたいなもありますし、地域の掃除とかいうのもあった

りするんですけれども、そういったものもやっているということが子どもの自

己肯定感を高める。そうしますと、掃除に参加する子もいれば、いやそんなの面
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倒くさいって言って参加しない子もいますし、じゃあどういった活動であれば、

いろんなタイプの子がやるかって、いろんなメニューを用意するしかないかな

と思います。なので、新しいタイプの体験活動だけじゃなくてもいいと思うんで

すね。地域の祭りですとか、そういったものもありますし、そういったいろんな

活動を用意して、子どもに選んでもらうっていうことがあるかなと思います。 

あと、ふたり親世帯とひとり親世帯なんですけども、おっしゃるとおり一番お

そらく厳しいのはひとり親世帯で、ひとり親は経済的困難という以上にもやは

りワンオペで育児をしてるということがあるんですね。なので、そこはふたり親

の貧困世帯では出てこないような問題もさらに抱えているといったことに加え、

離婚ですとか、死別ですとかっていうのは、それなりに母親にとっても子どもに

とってもトラウマ的なところがあります。母親の多くの方が例えばＤＶ被害者

であったりするわけですね。なので、ひとり親世帯特有の様々な困難というのも

重なってきているかなと思います。そういった意味でひとり親対策は非常に必

要なんですね。ただ、申し上げたかったのは、ふたり親の貧困世帯に対する施策

が余りにもなさすぎる。今、経済的支援も含めほとんどないですよね、その児童

手当以外は。いろんなものであっても、メニューであっても、ひとり親世帯とな

ってきていますし、例えば子ども食堂みたいなものは誰でも行けるはずなんで

すけれども、結局周知が児童扶養手当の受給世帯に配られたりするので、結局の

ところそういう周知がなかったりするんですね。やはり貧困世帯の多くには、ふ

たり親も含まれるんだよっていう意識を持ってやることによって、本当に今、別

にひとり親って制限をかけてないようなユニバーサルなプログラムであっても、

ふたり親世帯の子どもたちに届くようにすべきかなと思っております。 

 

小島委員 

ありがとうございました。子どもがこういう状況であるということを私達は

いろんなお話を聞かせていただいて知ることができますけれども、ほかの方た

ちというのは、コロナでこんなに子どもが影響受けているっていうことを知ら

ないっていうか、一般に町内にいらっしゃるような方々ですよ。その辺りも知ら

せながら、子どもをどうするかということは、やっぱり一緒に考えていくべきな

のかなと思わせていただきました。 

確かに児童扶養手当の切り換えの時期にいろんな子ども食堂とかの案内は、

自治体でお知らせいただいたりはしている実態はありますけれども、ほかの方
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には届いてない。それは確かにそうだなと思うので、その辺りもどうするかって

いうのは私たちのこれからの大きな課題だなというふうに思わせていただきま

す。ありがとうございました。 

 

中森座長 

ありがとうございました。続いて、ほかの委員の皆さんどうですか。 

 

杉本副座長 

関連性を緩める施策が大事ということを言ってみえましたけれども、自治体

が行う施策の中で。例えばこんな事例がいいですよとか、そういうことをこの自

治体がとか、できたらこの県がっていうのがありがたいんですけれども、こんな

ことをやっていますよっていうような具体的な例をお示し２、３していただけ

ませんか。 

 

阿部氏 

ありがとうございます。非常にどの分野でっていうのであるかなと思います

けれども、例えば足立区さんでは、学力格差のところでは、「そだち指導員」と

いう形で、もう取り出し授業をしていますね。なので、クラスの中で少しでも遅

れた子がいたら、もうその場で取り出して徹底的にそこのところを教えてから

クラスに帰るといったようなことをやっていますし、中学校１年生のときに小

学校の算数ができてない子達を夏休みに特別キャンプで教えていたりですとか、

そういった授業をやって、とにかくもう学力格差をなくそうといったところで、

めちゃくちゃ頑張っていらっしゃったりするところもありますし、自治体によ

ってはちょっと私も今、県単位ではないんですけれども、どこの自治体だったか

な。例えば、食格差というところでの夏休みの間に学童で給食を提供するといっ

たような事業を展開する自治体であったり、朝御飯を学校で提供することによ

って、少しでも栄養格差をなくしていこうといったことをやっているというと

ころもあります。なので、それぞれどこのところにアプローチするかによって違

うかなと思いますが、いろいろ行っている状況かなというふうには思います。 

あと、自治体レベルって結構たくさんいろんな施策ありまして、教育関係もも

ちろんそうですし、それから医療費関係もそうですよね。子どもの医療費の助成

のところも自治体によってすごく違ったりしているので、それも違うと思いま
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すし、給食もそうです。給食のその栄養格差どうのこうの言う前に、公立の中学

校で給食出してないところがまだまだあるかなと思いますので、三重県さんの

方はどれぐらいあるかまだ存じ上げてないんですけども、給食出してなかった

ら就学援助費でもカバーできないので、それはものすごく大きな格差になって

しまうんですけれども、そこのところは最低限のところかなと思います。私とし

てはむしろ、県立の高校とかで給食出していただきたいなと思うぐらいです。特

に食の格差というところでね。御飯だけを目当てに、めちゃくちゃいっぱい食べ

られるからっていうことで学校に来るようになっても全然構わないんですよ、

定時制高校ですとかそういったような高校で。そこでまず高校をドロップアウ

トしてしまったら、本当に行政から、先程の若者支援の話ですけど、中々リーチ

アウトできないですから。とにかく高校につなぎ留めておくっていうのがすご

く重要で、そのためにはもう食事も出せば、パーソナルなサポートみたいな相談

もできて、勉強しなくてもぐだぐだできるような居場所もあってっていうよう

なところを作っていかないと、みんな離れていってしまうんじゃないかと思う

んですよね、特に年齢の高い貧困の子どもたちっていうのは。なので、そういっ

たところをやっていく必要があるかなと思っていますし、各自治体によっては

そういったところに手をつけているところもあります。 

 

杉本副座長 

ありがとうございます。三重県、昼間定時制は簡単な給食を出して食べてるん

ですけど、その給食費が払えないっていう子も出ています。中学校の給食は、や

ってないところ、あとわずかになってきているので、大体の自治体は中学校まで

の給食はできているんです。 

私がお聞きしたかったのは実は学力格差のところで、小学校の低学年の段階

から学力格差がすごく出てくるので、私は学童保育で宿題とかやらせてもらっ

ているので、貧困の子どもたちが学童保育にみんな行けるといいなと思ってい

るんですけれども、必要な子ほど学童保育のお金が払えなくて行けないってい

う現状があるので、その辺りが大阪の方だともう無料で全部行けるとか、そんな

話も聞いているので。自治体によってそういう学力格差を埋めるための学童保

育の無料化であるとか、それから高学年から中学生にかけては、学習支援の場が

充実している自治体とかがあるのじゃないかなと思ってお聞きをしました。 

また、ここへ調べに行けばいいよっていうようなことがあればと思ってお聞
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きしました。ありがとうございました。 

 

中森座長 

ほかにございませんか。よろしいか。 

少し時間がありますので、私からも質問してもよろしいかな。普通、座長は質

問しないことになっているんですけども、せっかく時間がありますのでお許し

をいただきたいと思います。 

学力格差というのが非常に気になる１人でございまして、いわゆる義務教育

というか学校の中で、それを何とか解消するというのは言い方難しいんですけ

れども、教育費で予算的には先生方を加配というんですか、先生方を増やした場

合、その増えた先生がどういう立場でどうするかというのが地域内でいろいろ

と活用についてはいろいろと学校の裁量があるんですけども、チームティーチ

ングという方法が効果があるとか、ある学校では習熟度別の方がいいとか、いろ

いろと言われていまして、これは我々議会の方ではどちらがどうとかいうこと

は立場じゃないんですけども、先生から見て、その先生がもしクラスに１人増え

たとしたら、どういうようなことを進めたらいいのかなと。私、普段から思って

いまして、ちょっと教えていただければありがたいですけど、感想でもよろしい

です。 

 

阿部氏 

ありがとうございます。私も教育研究者ではないので、あまり大きなことは申

し上げられないんですけれども、私自身は習熟度については反対をしています。

習熟度にしますと、上の子たちはますます学力が上がるんですよ。なので、平均

点とか上がってくんですけれども、下の子たちはそれによって便益を受けるこ

とないんですね。むしろ悪い方が多いかなと思いますので、私は習熟度別よりも

１人先生をクラス内に増やすほうがいいかなと思います。なので、メインの先生、

主担当の先生が教えているところを後ろで回って、分からない子にフォローす

る。それがおっしゃるチームティーチングなのかもしれませんけれども、先程申

し上げた分からないところだけちょっと取り出して、個別で教えてまた返すで

すとか、そういったような形もすることもあるかなと思いますし、ただ単に、先

生方の業務量を減らすということだけでも大分変わるんじゃないかなとは思っ

ています。今、先生方お忙し過ぎて、子ども一人一人をフォローするだけの時間
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がないですね。なので、ちょっと時間に余裕が出てくると子どもと話をする時間

をとれたり、補講する時間を取っていただいたりすることができるかなと思い

ますので、とにかく先生方も非常にお忙しいっていうことを重々承知していま

すので、これ以上子どもたちを個別にフォローしろっていうのは酷かなと思い

ますので、そういう意味でも加配というのは非常に有効なんではないかなと思

っております。 

 

中森座長 

ありがとうございました。参考にさせていただきます。 

私からの質問も以上でございますので、ほかに御質疑がなさそうでございま

すので、これで質疑を終了いたします。 

この際、阿部様に対しまして、本政策討論会議を代表して一言、御礼申し上げ

たいと存じます。 

本日はお忙しい中、本政策討論会議に御協力いただきまして誠にありがとう

ございました。このたび頂戴いたしました貴重な御意見は、本政策討論会議での

今後の議論に反映させていただき、役立てていきたいと思います。 

それでは、以上で東京都立大学人文学部 人間社会学科 社会福祉学教室の阿

部教授からの聴き取り調査を終了いたします。 

阿部様、ありがとうございました。 

次に、委員間討議を行います。 

本日の聴き取り調査について御意見のある方は、順次お願いいたします。 

 

今井委員 

今の座長の趣旨と反したら申し訳ないですけど、今日の聴き取りを見て、また

稲森委員も言っていただいた、本当の三重県の実態というものがどのようにな

っているのかなと。ここでやると、困窮家庭、困難層の世帯とか、そういったと

ころがどのようになって、市町はそこに対して一番身近な自治体として、どうい

うことをされておるのかっていうこと。子ども全体のことと、まずはどこにピン

トを絞るかっていう、フォーカスするかっていうところからなんでしょうけど

も、三重県の実態というものがどのようになっておるのかっていうのをいくつ

かの分野において、はっきりともう一度改めて学ばせてもらった方がいいのか

なと思います。全体で相対的に何％が貧困層だとか、そういう形もあると思うん
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ですけども、今日、墨田区や大田区、八王子市などのいろんなデータ等もいただ

きましたけども、やっぱり東京都 23 区と、八王子は東京の中では田舎というも

のの、また東京と三重の違いはあると思いますので、一旦その辺をもし可能な限

りですね。 

 

中森座長 

という今井委員からの御意見ですが、その意見に対しまして、御賛同なら御賛

同、またいろんなそれに対し何か御意見ある方は、今の発言に対してどうぞ。 

 

小島委員 

賛同いたします。やっぱり実態をきちっと知りたいなと思います。加えて、学

習状況調査の中でいろんな調査が行われていると思うんですが、それを三重県

においていきなりは難しいんでしょうね。これ大田区では、一般層と生活困窮層

に分けてパーセンテージ出していますよね。こういう見方ができれば、本当はも

うちょっときちっと実態が把握できるんでしょうけれども、その辺りは難しい

かもしれませんが、可能かどうかも御確認をいただけたらなというふうには思

います。 

 

中森座長 

という御意見ですが、それぞれの委員の発言に対しまして、何か皆様方から更

に御意見ありますか。 

ないようでしたら、その意見については非常に重要なポイントであります。た

だ、実態調査については、これは既にどういう調査が現にあるのか、ないのか、

これは所管にちょっと調査をしないと、すべからく比較できるようなものがあ

るかないかも含めて、改めて正副にお預けいただいて、必要に応じてこの会議に

提出並びにまた報告をいただくと、このような形をとることもできるというこ

とでございます。そういう形で、あるかないかも含めて。 

 

杉本副座長 

皆さんのお手元に１種類だけ行っていると思うんですけれども、第三期の子

ども貧困対策を作るときのひとり親家庭やったかな。それから、学習の場に参加

している親に対するアンケート調査があって、あれは世帯収入も聞いての調査
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結果だったと思います。あれが唯一出とる調査かなって思っています。 

あとは、全体的な数字で、三重県で１万何人の子どもたちが就学援助を受けて

るよっていう全体の数字は出してきていますけれども、各市町別だとか、その割

合であるとか、それから就学援助のお金も自治体によって違っていますので、入

学支援金とか、そういった辺りのところのデータは出るのかどうか調べて、座長

おっしゃったように、今あるデータで出せるものは整理してっていう形ですね。 

 

中森座長 

いろんな情報の管理であったり、外部に出せるものとそうでないものもある

かもしれませんけれども、必要なものと出せるものについては、この場に提出し

てもらうように、こちらの方でお願いをすることで、今日のところはよろしくお

願いいたします。 

 

稲森委員 

もう１点。さっき阿部さんのお話も聞いて出てきたんですけども、高校のこと

なんですけども、義務教育じゃないからっていうことで、中々全日制も含めて、

高校へ通っている子の暮らしぶりとか状況っていうのは、中々注目されたこと

ってあんまりどちらかといえばないかと思うので、高校へ通っている子どもた

ちが今どういう状況であるかとか、あるいは高校がどういうセーフティーネッ

ト的な役割を果たしているかっていうのを知りたいなと思うんですけども。ど

うなんですかね。 

 

中森座長 

同趣旨の部分を高校生についても、情報提供が必要だということですね。 

 

稲森委員 

ちょっと気になっているのが、やっぱり県立高校の統廃合を進めていくとい

う中で、学校の規模でどうしようかとか、子どもの数でどうしようかっていうよ

うな議論がされているかと思うんですけども、そういう社会的にどういうふう

な機能を果たしているかっていうことがあまりされてないような気もしますの

で、特に小規模校となれば、より困難を抱えている子がいたり、多様な子がいた

りする場合が多いんじゃないかなとも思ったので、そういうことを申し上げま
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した。 

 

中森座長 

ただいまの御意見に対しまして、どうですか。賛同される方とか、そうでない

方がおられたら、よろしいですか。 

（「異議なし」の声あり） 

じゃあ、今発言されました稲森委員の発言もこちらの方でお預かりして、対応

できるものはすると、こういうことでよろしくお願いいたしたいと思います。 

ほかに委員間討議としてございませんか。 

（発言する者なし） 

特に委員間討議としての御意見がほかになさそうでございますので、これで

委員間討議を終了いたします。 

次に、次回の日程について、この後の委員協議で御協議いただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

御協議いただく事項は以上となりますが、その他、何かありませんか。 

（発言する者なし） 

ないようでございますので、第５回子どもに関する政策討論会議を閉会いた

します。 

委員の方は御協議願うことがございますので、そのままお待ち願います。 

（以上） 


